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1．はじめに
IT 産業と一口にいっても，その業種や定義は多様である。実際，ハード
面からメーカーを中心にパソコンや携帯電話の製造企業やインターネット・
プロバイダーあるいは情報通信産業までも IT 産業に含まれる。しかし，今
回の研究では，ソフトウエア産業ないしは情報処理サービス産業に絞って分
析を試みた。ここでとり上げる情報処理サービス産業は，年収ラボ（http://
nensyu-labo.com/）の業界別分類の IT・通信産業の中の情報処理サービス産
業の 101 社に加えて富士通ビー・エス・シー，オービックと IT ホールディ
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ングスほか 104 社を対象とした。なお，これらの企業リストは，付表 1 にま
とめた。2）
IT サービス産業は，建設業と同様，ピラミッド構造になっている。そこ
では，主にビッグ 5 と呼ばれる富士通，日本 IBM，日立製作所，NEC と
NTT データがピラミッドの一番上の階層（プライマリー層）に位置し，こ
れらの企業が大型プロジェクトを受注する。それらのプロジェクトが分解さ
れて 2 番目の階層（セカンダリー層）さらには 3 番目の階層（サード層）の
仕事として落としていく仕組みである。今回の研究で取り上げた企業は，主
にこのセカンダリー層，即ち，大手（1 次ベンダー）の下請け的な企業である。
もっとも，これらのセカンダリー層の企業もプロジェクトを自ら受注し，1
次ベンダーとなる場合もある。
情報処理サービス産業は次節で述べるとおり，国内の比較的閉じたシステ
ム（ガラパゴス化していると指摘する者もある）3）の中で激しい競争にされ
ている業界であり，「IT バブル以降，ファンダメンタルの成長が低迷し「利
益なき繁忙」」と呼ばれる業界でもある（佐藤博子，2008 年，p.68）。その
一方で，「IT 需要が戻りつつあるため，人材不足（特に，プロジェクト・マネー
ジャー，業界スペシャリスト，組み込み系エンジニアなど）がさらに悪化し
ている。」との指摘もある（佐藤博子，2008 年，p.68）。本論文の主な目的は，
まず，情報処理サービス産業の特徴について触れたあと，以下の大きな 2 つ
の疑問に答えていきたい。4）
① 従業員の年収の決定要因は何か。ここでは，年収の決定要因として，
年齢，企業規模，企業業績（収益性と成長性），企業の属性，労働組合の年
収に与える影響を主な要因として検討する。なお，役員報酬と従業員の年収
との分配率も計測する。
② 情報処理サービス産業への就職活動を検討している学生のために，年
収を決定するモデル式での推定結果より，予想される年収と実際の統計デー
タによる年収との乖離状況から，従業員に対しての金払いの良い企業のラン
ク付けを行う。
—  3  —
サブプライムローン問題発生以降の情報処理サービス産業の従業員の年収の決定要因について（多部田）
2．情報処理サービス産業の特徴について
2-1．産業集中度と基本データならびに主要経営指標について
情報処理サービス産業の構造を理解するうえで，まず，2006 年から 2009
年まで 4 年間の産業の集中度の推移を表 1 に示した。本研究で用いたデータ
における上位 50 社のマーケットシェアの二乗を加えて得られる産業集中度
を示すハーフィンダル指数（Herfindahl index: HI）は，595 から 610 程度で
推移している。HI 指数が 1，000 以下の業界は，かなりの競争状態にある（Paul 
Belleflamme and Martin Peittz, 2010, p.35）といえる。また，上位 4 社のマー
ケットシェアの和で得られる 4 社集中度（CR4）でみても 37 から 38 で推移
している。CR4 が 60 以下の業界は，競争的な市場にある（Stephen Martin, 
1993, p.113）といえる。いずれの産業集中度の値からみても，情報処理サー
ビス産業が厳しい競争にさらされた業界であることが分かる。
この業界を更に詳しくみるために，業界を企業の出自によって，ユーザー
系システム企業（ベンダー），メーカー系システム企業（ベンダー），外資系
システム企業（ベンダー），独立系システム企業（ベンダー）の 4 つに分類
をした。5）
ユーザー系システム企業とは，コンピュータのユーザーである大企業の情
報システム部門が分社して生まれたシステム会社である（荒井進，2007 年，
p.132）。ユーザー系システム企業は，金融，証券，商社，交通，通信などの
情報部門から独立して分社した場合が多い。さくらケーシーエスは，三井住
表 1．情報処理サービス産業の産業集中度（2006 年～2009 年）
2009 年 2008 年 2007 年 2006 年
サンプル全体の売上
（単位：百万円）
［サンプル数］
6267169
（138042）
［104 社］
5870888
（131165）
［103 社］
5691771
（127706）
［103 社］
5110863
（116997）
［99 社］
HI［上位 50 社によるハー
フィンダル指数］ 595.14 605.45 609.83 609.93
CR4［上位 4 社マーケット
シェア］ 38.12 37.96 37.81 38.03
【注】（　　）内の数字は，標準偏差値（SD）を表わす。50 社の『有価証券報告書』（2006 年
度から 2009 年度）を基に筆者が SPSS Ver.16 を用いて簡単な統計処理を行った。
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友グループである。また，経営コンサルタント的な要素を持つ事業もユーザー
系に属している。代表的な企業として野村證券から分社した野村総合研究所
（野村総研）などがある。商社では伊藤忠の伊藤忠テクノソリューションズ
などがある。
メーカー系システム企業とは，コンピュータに組み込むソフトウエアの開
発をもともとメーカーが行っていたが，需要の高まりに対応する形で，その
部門が独立して子会社となったシステム企業である。富士通ビジネスシステ
ム，日立情報システムズなどがある。
外資系システム会社とは，日本のコンピュータ利用が，米国からの輸入か
ら始まったため，日本 IBM，日本ユニバックなどがある。その後，ダウンサ
イジングとインターネットの普及で，ソフトウエア部門が分社あるいは独立
して発展した経緯がある。
今回の研究で取り上げた主な外資系システム会社は，日本ユニシス，バン
クテック・ジャパン，サイオステクノロジーなどである。
独立系システム企業は，親会社を持たずに設立し経営している企業であり，
ソフトウエア業界では過半数を占めている。富士ソフト，CSK，インテック，
日本システムディベロップメント，大塚商会などがあげられる。
表 2 にこれら 4 つの分類による 3 年間の平均で見た基本的データを示した
ので，それぞれの企業タイプの特徴をみてみよう。まず，従業員数でみた企
業規模は，メーカー系システム企業の 3,548 人が一番大きく，ユーザー系シ
ステム企業の 1,690 人，外資系システム企業の 1,024 人，独立系システム企
業の 688 人と続く。同様に，企業規模を売上高でみた場合でも，メーカー系
システム企業の 209,536（百万円）を筆頭に，ユーザー系システム企業の
88,186（百万円），外資系ベンダーの 56,179（百万円），独立系システム企業の
25,183（百万円）と続く。いずれの値をもって企業規模を考えた場合も独立系
システム企業の企業規模が一番小さいことがわかる。
次に収益面でみてみよう。経常利益においては，メーカー系システム企業
の 12,107（百万円）が一番大きく，以下順にユーザー系システム企業，外資系
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システム企業，独立系システム企業と続く。当期純利益についてもメーカー
系システム企業の 6,852（百万円）を筆頭に，ユーザー系システム企業，独立
系システム企業，外資系システム企業と続く。収益面においても独立系シス
テム企業が低い値をとっている。
表 3 に示す主要経営指標についてみてみよう。まず，本業からの収益性の
度合いを示す売上高営業利益率では，ユーザー系システム企業（6.81）を筆
頭に，メーカー系システム企業（5.98），外資系システム企業（5.37），そし
て独立系システム企業（4.82）の順になっている。売上高経常利益率では，ユー
ザー系システム企業（6.97）が一番高く，メーカー系システム企業（5.86），
外資系システム企業（5.52），独立系システム企業（5.26）と続く。総資本経
常利益率においても，ユーザー系システム企業の（9.08）を筆頭に，メーカー
系システム企業（8.58），外資系システム企業（7.00），独立系システム企業
表 2．基本データ（2007 年～2009 年）
平均値（2007 年～ 2009 年）
ユーザー系 メーカー系 外資系 独立系 全体
年収 
（単位：千円）
6977 
（1370.0）
7082 
（472）
6948 
（1128）
5648 
（1007）
6086 
（1213）
年齢 40.0 （1.85）
38.2 
（1.51）
36.4 
（5.07）
34.90 
（3.90）
35.7 
（3.69）
従業員数 1690 （1329）
3548 
（2775）
1024 
（1429）
688 
（1074）
1155 
（1615）
平均役員報酬 
（単位：千円）
21184 
（12063）
20982+ 
（8598）
19631 
（9982）
19193 
（9820）
19631 
（9982）
売上高 
（単位：百万円）
88186++ 
（104519）
209536 
（312062）
56179 
（130407）
25183 
（63465）
56179 
（130407）
総資本 
（単位：百万円）
77807 
（98593）
164000 
（311500）
46542 
（95742）
24258 
（67888）
50651 
（136327）
経常利益 
（単位：百万円）
7646++ 
（12491.7）
12107 
（24625）
2773 
（5326）
1223 
（4853）
3711 
（11256）
当期純利益 
（単位：百万円）
3900++ 
（6635.6）
6852 
（14619）
4.73 
（539.5）
72.6 
（6535.3）
1411 
（7459）
成長率（％） 5.83 （6.47）
2.58 
（7.14）
6.25 
（4.90）
4.98－ 
（19.17）
4.90 
（15.96）
サンプル数 17 ～ 18++ 9+ ～ 10 6 66－～ 69 99 ～ 103
【注】（　　）内の数字は，標準偏差値（SD）を表わす。104 社の『有価証券報告書（2007
年度から2009年度）』を基に筆者がSPSS, ver.16.0を用いて簡単な統計処理を行っ
た。
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（6.92）と続く。収益率においても独立系システム企業が，一番低い値をとっ
ているのに対して，ユーザー系システム企業やメーカー系システム企業の収
益率が高いことが分かる。また，実質売上高成長率でみた企業の成長率にお
いては，企業規模ならびに収益性の値とは対照的に企業規模の大きいメー
カー系システム企業の成長率が 2.58％と一番低い値となる。外資系システム
企業が 6.25％，ユーザー系システム企業が 5.83％，独立系システム企業の
4.98％と続く。
これらの収益性の指標と成長率の値から，ユーザー系システム企業は，最
も高い収益性と二番目に高い成長性を示しており，収益性と成長性がバラン
スよく保たれている。また，規模の大きいメーカー系システム企業はユーザー
系システム企業に続く高い収益性を確保しているが，成長率は低い。一方，
外資系システム企業や独立系システム企業は，ある程度の収益性を確保する
一方で，成長を重視した経営をしたものと思われる。一方，独立系システム
企業は，メーカー系システム企業より高い成長率を示しているものの，収益
性においては一番低いものとなっている。ある意味において，マーケット・
シェア（売上）の維持・拡大に向けて薄利多売の傾向にあるものと思われる。6）
総資本回転率に関しては，全てのグループにおいて 1 を超える値をとって
おり，財務上健全であるものと考えられる。特に，メーカー系システム企業
（1.52），ユーザー系システム企業（1.41）が比較的高い値を示した。
以上を総括すれば，本研究でとり上げたデータを見る限り，情報処理サー
ビス産業は，激しい競争市場下で，ユーザー系システム企業ならびにメーカー
系システム企業の比較的企業規模が大きく収益構造の安定したグループに加
えて小規模ながら収益性と成長性をバランスよく保ちながら安定した経営を
している外資系システム企業のグループと独立系企業の比較的企業規模が小
さく，収益構造においても不安定なグループの二極化構造を持つ産業である
と思われる。7）
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2-2．従業員の年収と役員報酬について
前節で述べたとおり，情報処理産業は，激しい競争下のもとで「利益なき
繁忙」と呼ばれる業界である一方で，人材不足の悪化が顕在化している業界
でもある。このような状況を踏まえたうえで，理工系・文科系を問わず毎年，
SE（システムエンジニア）を目指して IT 業界に就職を希望する学生も，本
学を含めて多くいる。そこで，本研究で取り扱った 104 社の従業員の年収な
らびに役員報酬についてみてみよう。
表 4 には，2007 年から 2009 年までの従業員の年収のベスト上位 20 社の
ランキングを示す。2007 年から 2009 年までの 3 年間で野村総合研究所が 1
位を維持し，SRA ホールディングスが 2 位を維持している。多少の変動が
あるものの，電通国際情報サービス，日本ユニシスが 5 位以内の位置を維持
している。ただし，年収のランキングを見る場合，注意しなくてはならない
点は，記載された年収の年齢が異なる点である。一般に，年齢が増すにつれ
年収は増加する傾向があることが知られている（図 1 参照）。
表 3　主要経営指標　（2007 年から 2009 年）
平均値（2007 年～ 2009 年）
ユーザー系 メーカー系 外資系 独立系 全体
売上営業利益率 6.81 （4.26）
5.98 
（3.07）
5.37 
（2.50）
4.82 
（13.87）
5.31 
（11.53）
売上経常利益率 6.97 （4.32）
5.86 
（3.12）
5.52 
（2.51）
5.26 
（13.82）
5.63 
（11.49）
総資本経常利益
率
9.08＊ 
（3.91）
8.58 
（5.28）
7.00 
（4.01）
6.92 
（10.64）
7.44＊ 
（9.09）
総資本回転率 1.41
＊ 
（0.430）
1.52 
（0.456）
1.26 
（0.309）
1.31 
（0.591）
1.34* 
（0.542）
実質売上成長率
（％）
5.83 
（6.47）
2.58 
（7.14）
6.25 
（4.90）
4.98－ 
（19.17）
4.90 
（15.96）
サンプル数 17* ～ 18 10 6 66－～ 69 102* ～ 103
【注】（　　）内の数字は，標準偏差値（SD）を表わす。
104 社の『有価証券報告書（2007 年度から 2009 年度）』を基に筆者が SPSS, 
ver.16 を用いて簡単な統計処理を行った。
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表 4．情報処理サービス産業における年収ランキング ベスト 20
順位 2009 年 2008 年 2007 年
1 野村総合研究所 11107（37.2）
野村総合研究所 
10925（37.0）
野村総合研究所 
11107（37.2）
2 SRA ホールディングス 9702（48.7）
SRA ホールディングス 
9606（48.3）
SRA ホールディングス 
9444（48.3）
3 電通国際情報サービス 8876（36.7）
日本ユニシス 
8407（41.1）
電通国際情報サービス 
8370（36.3）
4 日本ユニシス 8367（41.8）
電通国際情報サービス 
8112（36.5）
日本ユニシス 
8223（42.2）
5 JBCC ホールディングス 8290（39.1）
新日鉄ソリューションス 
8110（37.0）
NTT データ 
8143（36.1）
6 ODK ソリューションズ 8250（41.4）
NTT データ 
8065（35.8）
SJI 
8018（39.4）
7 新日鉄ソリューションス 8165（36.9）
ODK ソリューションズ 
8042（37.0）
新日鉄ソリューションス 
8006（37.2）
8
TIS 
7996（44.5）
シンプレックス・テクノ
ロジー 
7876（31.5）
シンプレックス・テクノ
ロジー 
7923（31.8）
9
IT ホールディングス 
7996（44.5）
インテックホールディン
グス 
7781（43.3）
インテックホールディン
グス 
7781（43.3）
10 NTT データ 7933（35.7）
ウルシステムズ 
7765（34.8）
ODK ソリューションズ 
7704（40.7）
11 SJI 7681（41.2）
大塚商会 
7690（35.7）
大塚商会 
7590（35.7）
12
シンプレックス・テクノ
ロジー 
7493（31.4）
SJI 
7681（43.3）
伊藤忠テクノソリュー
ションズ 
7589（36.2）
13
伊藤忠テクノソリュー
ションズ 
7435（36.6）
伊藤忠テクノソリュー
ションズ 
7561（36.8）
共同コンピュータホール
ディングス 
7564（49.9）
14
パナソニック電工イン
フォーメーションズ 
7372（37.0）
パナソニック電工イン
フォーメーションズ 
7550（37.0）
パナソニック電工イン
フォーメーションズ 
7550（37.0）
15
富士通ビシネスシステム 
7313（40.0）
共同コンピュータホール
ディングス 
7519（51.6）
ウルシステムズ 
7510（34.1）
16
ウルシステムズ 
7304（35.1）
富士通ビシネスシステム 
7313（40.0）
フューチャーアーキテク
ト 
7412（32.3）
17 エックスネット 7275（32.0）
テクマトリックス 
7366（33.3）
デュオシステムズ 
7375（38.0）
18 住商情報システムズ 7245（36.8）
エックスネット 
7350（31.1）
富士通ビシネスシステム 
7361（39.3）
19 ラックホールディングス 7244（41.1）
JBCC ホールディングス 
7328（38.9）
住商情報システムズ 
7298（36.1）
20 テクマトリックス 7231（34.0）
インフォコム 
7314　（36.7）
インフォコム 
7234　（36.3）
【注】数字は年収を示す（単位：千円）。また，（　）内数字は，従業員の平均年齢を示す。
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例えば，1 位の野村総合研究所の年収は 37 歳における年収であるのに対
して，2 位の SRA ホールディングスは 49 歳における年収であり，実に 12
歳ほどの開きがある。これらの年齢の開きを無視して，直接，年収の比較を
行うことに問題がある。そこで，本研究では，第 3 節で述べるような回帰分
析式を基に予想年収を推定することで直接，比較を行うことを可能にするこ
とが本研究の 1 つの目的となる。
表 5 には，2007 年から 2009 年の従業員の年収と役員報酬についての値を
示した。従業員の年収については，サブプライムローン問題の発生した
2007 年の年収が 613 万円（35.4 歳），2008 年の年収が 616 万円（35.6 歳），
2009 年の 612 万円（36 歳）と推移している。年収が，2007 年のサブプライ
ムローン問題発生から 2008 年に多少改善されたものの 2009 年にはサブプラ
イムローン発生時の年収より低いものとなっており，依然厳しい状況が続い
ていることが分かる。その一方で，役員の年収は 2007 年の 1,833 万円から
2009 年の 2,014 万円と若干の増加傾向にある。ある意味で，役員報酬は高止
年収
09
年齢 09
図 1. 従業員の年収と年齢の関係（2009 年）
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まりする中で，従業員の年収の減少傾向がみられる業界である。しかし，こ
れらの値は，それぞれの年度におけるサンプル全体の平均値でみた傾向で
あって，個々の企業の従業員の年収と役員報酬との間の相関係数（Pearson's 
Correlation Cefficients）をみると 2007 年を除き，2008 年，2009 年の相関係
数は，それぞれ 0.394，0.373 で正の相関がみられ，有意水準α＝0.05 で統計
的に有意であった。言い換えれば，個々の企業においては，従業員の年収の
増減と役員報酬の増減は，同方向で推移していることになる。
2-3．組合組織と従業員の年収について
これまで欧米ならびに日本においても組合活動と賃金との関係が議論され
てきている。8）具体的には，組合活動において経営側に対して交渉力の強い
労働組織である場合，賃金が高い傾向にあることが多くの実証分析から報告
されている。そこで，情報処理サービス産業における労働組合加入率と従業
員の年収との関係について簡単にみてみることにする。
表 5．従業員の年収と役員報酬（2007 年～2009 年）
2009 年
ユーザー系 メーカー系 外資系 独立系 全体
年収
（単位：千円）
7176.00 
（1491.00）
7020.55 
（756.57）
6984.00 
（1108.00）
5693.68 
（1047.00）
6122.26 
（1262.00）
年齢 37.45 （2.43）
38.47 
（1.82）
36.70 
（4.94）
35.19 
（3.89）
35.95 
（3.77）
平均役員報酬
（単位：千円）
24197.86 
（15212.36）
19454.89 
（10268.72）
20120.07 
（9252.01）
19396.73# 
（10196.43）
20143.71# 
（10976.79）
サンプル数（N） 18 10 6 69# ～ 70 103# ～ 104
2008 年
ユーザー系 メーカー系 外資系 独立系 全体
年収
（単位：千円）
7104.60 
（15666.00）
6955.64 
（676.15）
7027.33 
（1154）
5766.03 
（1050）
6161.49 
（1247）
年齢 36.45 （1.68）
38.33 
（1.78）
36.37 
（5.25）
34.92 
（4.07）
35.59 
（3.83）
平均役員報酬
（単位：千円）
24277.30 
（15999.72）
23460.11 ＄ 
（7572.55）
20392.92 
（10370.05）
20092.77 
（13433.51）
21055.93 
（13182.56）
サンプル数（N） 18 9 ＄～ 10 6 69 102 ＄～ 103
2007 年
ユーザー系 メーカー系 外資系 独立系 全体
年収
（単位：千円）
7183.93 
（1359）
6848.64 
（681.67）
6990.33 
（1177）
5739.17 
（1067）
6130.72 
（1226）
年齢 36.19 （1.57）
38.29 
（1.99）
35.43 
（3.76）
34.79 
（3.96）
35.43 
（3.76）
平均役員報酬
（単位：千円）
19006.09 
（10312.37）
20748.88+ 
（12777.90）
14655.23 
（8085.92）
18172.74 
（11099.69）
18334.36 
（10931.96）
サンプル数（N） 14 ～ 15++ 10+ ～ 11 6 68－～ 71 101 ～ 103
【注】（　　）内の数字は，標準偏差値（SD）を表わす。役員報酬については，『有価証券報告書』にある取締役に
支払った総額を役員数で割った一人当たり平均役員報酬の金額をここに記載した。
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表 6 をみてみよう。労働組合への加入率を見るとメーカー系システム企業
が一番多く，続いてユーザー系システム企業，独立系システム企業となる。
外資系システム企業に至っては，企業内での労働組合が組織されていない。
メーカー系システム企業の労働組合加入率が多いのは，上部団体（電機メー
カーなどの親企業）の労働組合への加入が多いことが一因である。また，ユー
ザー系システム企業においても，金融・証券系の企業が多く，メーカー系シ
ステム企業と同様，上部団体（金融・証券系などの親企業）の労働組合への
加入が比較的多いことが一因であると考える。一方，独立系システム企業で
は，そもそも企業規模が小さく，『有価証券報告書』をみる限り，組合活動
がないと記載されているケースが多くみられた。また，企業内の労働組合で
はなく，外部の労働組合への加入がされていたとしても『有価証券報告書』
では把握できない点も留意してほしい。同様に，本研究で取り上げた外資系
システム企業に至っては，『有価証券報告書』をみる限り，全ての企業が，
組合活動がないと記載していたため，0 とした。
これらの点を踏まえたうえで，各年度の従業員の年収と労働組合加入率と
の間の相関係数（Pearson's Correlation Coefficients）をみると 2007 年，
2008 年，2009 年の相関係数は，それぞれ 0.240，0.229，0.229 で正の相関が
みられ，有意水準 0.05 で統計的に有意であった。更に，物価調整を行った 3
年間の従業員の平均年収と 3 年間の平均組合加入率との間の相関係数も
表 6．労働組合加入率
2009 年 2008 年 2007 年 3 年間の平均加入率
ユーザー系（N＝17） 19.67 （32.27）
19.42 
（31.91）
20.85 
（34.11）
19.93 
（32.68）
メーカー系（N＝9） 64.93 （37.24）
65.07 
 （37.19）
65.00 
（37.15）
65.00 
（37.18）
独立系（N＝68） 3.54 （14.93）
3.75 
（15.64）
3.79 
（15.67）
3.69 
（15.37）
外資系（N＝5） 0.00 （0.00）
0.00 
（0.00）
0.00 
（0.00）
0.00 
（0.00）
全体平均（N＝99） 11.71 （27.57）
11.83 
（27.73）
12.10 
（28.21）
11.86 
（27.80）
【注】（　　）内の数字は，標準偏差値（SD）を表わす。
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0.237 で正の相関がみられ，有意水準 0.05 で統計的に有意であった。言い換
えれば，相関係数（単回帰分析）だけを見る限り，労働組合の加入率と従業
員の年収との間には，正の相関関係がみられ，年収の押し上げに寄与してい
る可能性もあると考えられる。その点を踏まえて，第 3 節では，多重回帰モ
デルを用いて検討する。
3．データと回帰分析モデルならびに検証すべき仮説について
3-1．データについて
「はじめに」でも述べたとおり，本研究では情報処理サービス産業（ソフ
トウエア産業）を対象にした。対象となる企業は，年収ラボ（http://nensyu-
labo.com/）の業界別分類の IT・通信産業の中の情報処理サービス産業の
101 社に加えて富士通ビー・エス・シー，オービックと IT ホールディング
スほか 104 社を対象とした。対象となる期間で 2008 年にインテックホール
ディングスと TIS が 2008 年 4 月 1 日に合併し，IT ホールディングスとなっ
たため，2008 年までの分析では，これら 2 社を別々の企業として取り扱った。
2009 年からは，これら 2 社の代わりに IT ホールディングス 1 社を取り扱っ
た。これら対象となる企業リストは付表 1 にまとめた。
データ収集の手順は，これらの企業の個別のホームページにアクセスし，
IT 情報（投資家情報）から『有価証券報告書』をダウンロードしたものと
EDINET（http://info.edinet-fsa.go.jp/ ）から企業名を入力し『有価証券報告書』
をダウンロードした。
業界を企業の出自によって，ユーザー系システム企業（ベンダー），メーカー
系システム企業（ベンダー），外資系システム企業（ベンダー），独立系シス
テム企業（ベンダー）の 4 つに分類するにあたり，佐藤（2008 年），克元（2007
年），新井（2007 年），新井（2008 年），岩田（2005 年）および那野（2009 年）
の文献を参考にして，大まかな分類を行った後，再度，個別企業のホームペー
ジあるいは『有価証券報告書』の企業の沿革を精読し，筆者が 4 つの分類に
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仕分けした。
3-2．回帰分析モデルと検証すべき仮説
以下に示すとおり，基本となる年収の決定要因を説明する回帰モデルとし
て，従業員の年齢，会社の規模，会社の業績を説明変数に用いたものを考え
た。
（年収）＝a1＋a2・（年齢）＋a3・（企業規模）＋a4・（利潤率）＋a6・（成長率）
ここで，企業規模に売上高，会社の業績の利潤率に売上高経常利益率，成
長率に実質売上高成長率を用いた。
上記の基本モデルに独立ダミー，組合組織ダミー，あるいは組合加入率の
説明変数を加えたのが（1），（2）式である。
先の記述統計からも分かる通り，独立系企業の年収が他のタイプの企業，
即ち，ユーザー系，メーカー系，外資系と差異があるかどうかを検証するた
めに独立系企業の場合を 1 とするダミー変数を加えた。また，組合活動が年
収に影響を与えるかどうかを調べるために組合ダミー，即ち，企業で組合が
組織されている場合を 1 とするダミー変数を加えた。また，組合組織ダミー
の代わりに組合加入人数を従業員数で割った組合加入率の変数を加えた。
（3），（4）式では，役員の報酬と従業員の年収との利益分配を見るために役
員報酬［一人当たりの平均役員報酬］の変数を説明変数に加えた。
（1）： 年収＝ a1＋a2・年齢＋a3・企業規模＋a4・利潤率＋a5・成長率
  ＋a6・独立ダミー＋a7・組合組織ダミー
（2）： 年収＝ a1＋a2・年齢＋a3・企業規模＋a4・利潤率＋a5・成長率＋a6・独立ダミー
  ＋a7・組合加入率
（3）： 年収＝ a1＋a2・年齢＋a3・企業規模＋a4・利潤率＋a5・成長率
  ＋a6・独立ダミー＋a7・組合組織ダミー＋a8・役員報酬
（4）： 年収＝ a1＋a2・年齢＋a3・企業規模＋a4・利潤率＋a5・成長率
  ＋a6・独立ダミー＋a7・組合加入率＋a8・役員報酬
予想される係数の符号ならびに検証すべき諸仮説は，以下の通りである。
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①　年齢の増加とともに年収は増加する（仮説 1）：a2 ＞ 0
通常，年功賃金によるもの，あるいは習熟度は年齢とともに高まるので，
年齢が高くなるにつれて高くなることを意味する。
②　企業規模の増加とともに年収は増加する（仮説 2）：a3 ＞ 0
大きな企業ほど収益構造も安定し，良好な企業成果を得ることができる
ことが予想される。その企業成果に応じて従業員への報酬，即ち年収が分
配されるものと考える。企業規模を売上高でみたものと，従業員数でみた
ものが考えられる。
③　利潤率の増加とともに年収は増加する（仮説 3）：a4 ＞ 0
上記の仮説と関連することであるが，収益（儲け）の高い企業は，従業
員への報酬，即ち年収に反映するものと考えられる。ここで，利潤をとる
か利潤率をとるかの検討が必要である。
④　企業が成長すれば，年収も高くなる（仮説 4）：a5 ＞ 0
利潤率のほかに企業の成長性も企業成果の一つである。企業の成長によ
る労働需要の高まりは，賃金の押し上げにつながるものと思われる。また，
成長企業の労働需要の高まりは，既にその企業で働く従業員（良い人材の
確保）のためにも賃金面での優遇が必要となる。言い換えれば，企業の成
長が，所得（年収）の向上につながる可能性があると考える。
⑤　二極化の検証として，独立系システム企業の年収は，他のタイプのシス
テム企業（即ち，メーカー系，ユーザー系，外資系）よりも低い（仮説 5）：
a6 ＜ 0
先の記述統計でもみたとおり，ソフトウエア産業，即ち情報処理サービ
ス産業では，二極化が進んでいるものと思われる。独立系企業は，経営規
模も相対的に小さく，財務基盤や経営面でも不安定なものがある。低い企
業成果は，低い所得（年収）の要因にもなりえるものと考える。
⑥　企業内に組合が組織されている企業の年収は，組織されていない企業の
年収よりも高い（仮説 6）：a7 ＞ 0
労働組合の目的の一つとして，雇用の安定や福利厚生面での向上に加え
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て，当然，賃金の向上がある。そこでは，企業組合が組織化され，労使交
渉で強い交渉権を持てば，従業員の所得（即ち，年収）も高くなることが
予想される。第 2-3 節でも述べたように，相関関係（単回帰分析）だけ見
る限り労働組合への加入は，従業員の年収を押し上げる要因である可能性
はあるが，他の要因も考慮して，総合的に組合への加入あるいは企業内で
の組合の組織化が所得（年収）にどのように影響を及ぼすかを考慮するた
めに，今回の多重回帰分析の説明変数に加えた。
⑦　役員報酬の高い企業は，従業員の年収も高い（仮説 7）：a8 ＞ 0
一人当たりの役員報酬に対する係数（a8）は，役員の報酬と従業員の年
収との利益配分をみるための分配率でもある。第 2-2 節でも述べたとおり，
従業員の年収と役員の報酬との間には正の相関がみられたが，実際，役員
の報酬に対して従業員の所得との間の関係を総合的にみるために加えた説
明変数である。
4．分析結果
4-1　回帰分析結果
まず，第 3-2 節で述べた，基本となる年収の決定要因を説明する以下の回
帰モデル式，
（年収）＝a1＋a2・（年齢）＋a3・（企業規模）＋a4・（利潤率）＋a6・（成長率）
を用いて，2007 年から 2009 年までの単年度ごとに回帰分析を実行した。そ
の計測結果を表 7 に示した。
まず，F 値から有意水準 0.01 で帰無仮説 H0:a2＝a3＝a4＝a5＝0 であること
は棄却されるので，少なくとも 1 つの係数はゼロでないことが分かる。修正
R2 値も 0.461～0.473 とクロスセクションデータを用いた計測としては，満
足できる高い修正 R2 値が得られた。
次に，第 3-2 節で述べた予想される係数（a2～a5）の符号について年度ご
とにみてみると，予想される係数の符号とほぼ一致する結果を得た。しかし，
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統計上の有意性について言えば，実質売上成長率の係数値が 2007 年度を除き，
有意水準 0.05 で統計的に有意にならなかった。この背景には，サブプライ
ムローン問題の発生以降，単年度単位では，各社とも成長性にばらつきがあ
り，本来あるべき定常（均衡）状態から外れた値をデータとして用いた可能
性がある。その問題を解消するために物価調整をして一定期間の平均値を用
いて回帰分析を行う手法も実行した。9）具体的には，各年度の諸々のデータ
を物価調整して 3 年間の算術平均をとった数値を用いることで変数のばらつ
きを調整して，回帰分析を行った。10）
物価調整をして 3 年間の平均値を用いて回帰分析結果を表 8 に示した。こ
こでは，（1）式から（4）式においての説明変数の企業規模に売上高，利潤率に
売上高経常利益率をそれぞれ用いた結果である。単年度のデータを用いた場
合と比べて，修正 R2 値が 0.578～0.598 と 0.1 程度改善されている。また，
全体的に個々の係数の統計的有意性が増している。なお，（1）式から（4）式の
説明変数の企業規模に売上高の代わりに従業員数，利潤率に総資本経常利益
率を用いた結果を付表 2 に示した。それぞれの係数，a2～a8 についての符号
については表 7 と整合性のある結果が得られた。
表 7．単年度ごとの回帰分析結果と物価調整をした 3 年間の平均値を用いた回帰分析結果
2009 2008 2007
定数（a1）
－542.739 
（－0.582）
－539.161 
（－0.629）
－392.994 
（－0.419）
年齢（a2）
179.478** 
（6.882）
177.894** 
（7.472）
175.302** 
（6.624）
企業規模（a3）
［売上高］
0.003** 
（4.673）
0.004** 
（5.143）
0.003** 
（5.073）
利潤率（a4）
［売上経常利益率］ 14.584* （2.278）
26.078** 
（3.321）
8.696 
（1.664）
実質売上成長率（a6）
3.506 
（0.479）
1.948 
（0.439）
4.794* 
（2.362）
修正 R2 0.461 0.494 0.473
F 値 25.373** 25.874** 22.959**
サンプルサイズ N 100 102 98
【注】（　　）内の数字は，それぞれ t 値を示す。従って，＊は，有意水準 0.05 で統計
的に有意である。＊＊は，有意水準 0.01 で統計的に有意である。
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（1）式から（4）式の推定結果を全体的にみてみよう。（1），（2）式の F 値か
ら有意水準 0.01 で帰無仮説 H0:a2＝a3＝a4＝a5＝a6＝a7＝0 であることは棄却
されるので，少なくとも 1 つの係数はゼロでないことが分かる。同様に，（3），
（4）式の F 値から有意水準 0.01 で帰無仮説 H0:a2＝a3＝a4＝a5＝a6＝a7＝a8＝0
を棄却できるので，少なくとも 1 つの係数はゼロでないことが分かる。そこ
で，個々の係数についてみてみよう。
まず，従業員の年齢の係数（a2），売上でみた企業規模の係数（a3），売上高
経常利益率でみた利潤率の係数（a4）ならびに実質売上高成長率でみた成長率
の係数（a6），独立系企業のダミ－変数（a7）が，全ての場合において有意水準
0.01～0.05 で統計的に有意であることがわかった。それぞれの係数の符号に
ついても予想通りの結果が得られた。言い換えれば，第 3-2 節で述べた仮説
1 から仮説 7 について，有意水準 0.01 または有意水準 0.05 で全て統計的に
有意となり，これらの仮説が成立することがわかる。
組合加入ダミーならびに組合加入率の係数（a8）が全ての場合において，
有意水準 0.05 で統計的に有意にならなかった。組合が組織されている企業
のダミー変数［組合組織ダミー］の係数でみた場合でも，企業内組合の有無
が従業員の年収の増加に寄与していないことが分かった。（統計的に有意で
はないにせよ，組合組織ダミーの係数は正の値をとるのに対し，組合加入率
の係数においては負の値をとっており整合性のない結果を得た。）サブプラ
イムローン問題発生以降の 3 年間をサンプルとしたデータでは，組合の存在
意義が金銭（年収）面での向上より，雇用の安定などに主眼が置かれてきて
いる点が背景にあるのではないかと推測される。少なくとも，本データを用
いた結果をみる限り，仮説 6 は，有意水準 0.05 あるいは 0.10 においても統
計的に有意とならず棄却された。この点に関しては，今後，更なる検証が必
要である。
役員の報酬と従業員の年収との利益分配を見るために，役員報酬［一人当
たりの平均役員報酬］の変数を説明変数として取り入れた（3），（4）式の結果
をみてみよう。まず，係数の符号は，予想どおり正の値をとった。さらに，（3）
—  18  —
サブプライムローン問題発生以降の情報処理サービス産業の従業員の年収の決定要因について（多部田）
式では有意水準 0.05 で統計的に有意になるのに対して，（4）式では有意水準
0.10 で統計的に有意になった。仮説 7 については，有意水準 0.05 または有
意水準 0.10 で統計的に有意であり，少なくとも役員報酬の増減と年収との
増減が同方向に働くことが分かった。また，具体的な役員報酬と年収の関係
は，得られた係数（a5）に着目して，役員報酬が百万円上がるのに対して，従
業員の年収は（3）式では 16,000 円，（4）式では 21,000 円上がることが分かる。
言い換えれば，役員の報酬に対する年収の分配率は 1.6％～2.1％程度である。
表 8．物価調整をした 3 年間の平均値を用いた場合の回帰分析結果
各独立変数に 3 年間の平均値を用いた
（1） （2） （3） （4）
定数（a1）
1171.703 
（1.180）
1363.794 
（1.423）
854.049 
（0.871）
1048.116 
（1.078）
年齢（a2）
143.138** 
（5.387）
135.752** 
（5.300）
143.053** 
（5.498）
138.247** 
（5.415）
企業規模（a3） 
［売上］
0.003** 
（3.991）
0.006** 
（5.245） 
0.002** 
（4.761）
0.005** 
（3.839） 
利潤率（a4） 
［売上経常利益率］
16.659* 
（2.451）
15.900* 
（2.433） 
14.881* 
（2.224）
14.765* 
（2.260） 
実質成長率（a5） 
［売上成長率］
12.629* 
（2.604）
12.771** 
（2.731）
12.783** 
（2.853）
12.905** 
（2.774）
独立ダミ （ーa6）
－780.606** 
（－4.133）
－768.170** 
（－3.968）
－836.250** 
（－4.479）
－803.870** 
（－4.151）
組合組織ダミ （ーa7）
48.864 
（0.232） ――――
10.957 
（0.053） ――――
組合加入率（a7） ――――
－3.297 
（－1.077） ――――
－2.972 
（－0.958）
役員報酬（a8） 
［一人当り平均役員報
酬］
―――― ―――― 0.021* （2.461）
0.016 
（1.720）
修正 R2 0.578 0.595 0.595 0.598
F 値 23.363** 23.810** 21.329** 20.549**
サンプルサイズ N 98 93 97 92
【注】（　　）内の数字は，それぞれ t 値を示す。従って，＊は，有意水準 0.05 で統計
的に有意である。＊＊は，有意水準 0.01 で統計的に有意である。
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4-2　実際の年収データと予想年収からの乖離金額と予想年収からの乖離
率について
第 4-1 節での計測結果より，（1）式を用いた場合，年収と年齢，企業規模，
利潤率，成長率，独立ダミー，組合組織ダミーとの関係は，以下の式で表せ
る。
（1）：（年収）＝1171.703＋143.138・（年齢）＋0.003・（売上）＋16.659・（売上高
経常利益率）＋12.629・（実質売上高成長率）－780.606・（独立ダミー）＋
48.864・（組合組織ダミー）
この式から個々の変数が変化したとき，どれだけ年収に影響を与えるかに
ついて考えてみよう。年収の単位は千円で計測しているので，従業員の年齢
が 1 歳上がるごとに年収が 143,138 円（月にして 11,928 円）上がること，企
業の売上高が百万円上がるごとに年収が 3 円上がること，売上高経常利益率
が 1 ポイント上がるごとに 16,659 円あがること，実質売上高成長率が 1 ポ
イント上がるごとに 12,629 円上がることが分かる。また，独立系企業のダ
ミー変数の係数（a7）が－708.606 であることから，独立系企業の年収は，
他のタイプの企業，即ち，メーカー系，ユーザー系，外資系企業と比べて
780,606 円低いことが分かる。
この計測結果を踏まえて，第 2-2 節でも述べたように，例えば，1 位の野
村総合研究所の 37 歳における年収と 2 位の SRA ホールディングスの 49 歳
における年収を直接比較する場合，12 歳の年齢の開きを考慮しなくてはな
らない。他の条件が変わらなければ，（1）式の年齢の変数に 12 を代入して，
約 1,710,800 円（計測された年齢の係数（a2）の 143,138（円）に 12 年をかけ
た値）を得る。野村総合研究所の 37 歳の年収 1100.7 万円に 171.8 万円を加
えた値，1289.5 万円が，49 歳における野村総合研究所の年収となる。49 歳
で SRA ホールディングスの 9,720,200 円であることを考えれば，1 位の野村
総合研究所と 2 位の SRA ホールディングの年収の差がさらに開くことにな
る。
では，（1）式を用いて予想年収を推定するにはどうしたら良いだろうか。
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一例として，野村総合研究所のケースを見てみよう。2009 年度のデータは，
年齢＝37.2，売上＝341279，売上経常利益率＝15.16，実質売上成長率＝1.40，
独立ダミー＝0，組合ダミー＝1 であるから，これらの値を（1）式に代入すれば，
予想年収＝7,839,000 円となる。
続いて，実際の年収のデータと上で求めた予想年収との差を予想年収から
の乖離金額と定義する。すなわち，
（予想年収からの乖離金額）＝（実際の年収データ）－（予想年収）
となる。
この予想年収からの乖離金額が，大きな会社ほど統計上金払いが良い企業
（気前の良い企業）となる。この予想年収から乖離金額を分子に，実際の年
収データを分母にとった割合を予想年収からの乖離度と定義すれば，
予想年収からの乖離率［％］＝（予想年収からの乖離金額）・100／（実際の年
収データ）
となる。先の野村総合研究所のケースでは，
予想年収からの乖離率＝（11107－7839）・100 / 7839 ＝41.7（%）
となる。
野村総合研究所の計算例で示したやり方で，全ての企業に対して，予想年
収からの乖離金額ならびに予想年収からの乖離度を計算した。表 9 には，従
業員 50 名以上の企業で乖離金額の大きい企業から順に上位 20 社を示した。
また，予想年収からの乖離率（%）の大きい企業から順に上位 20 社を示した。
統計上金払いの良い企業上位 20 社のランキング第 2-2 節の表 4 の上位 20 社
のうち，表 9 においても上位 20 社に入った企業は野村総合研究所を筆頭に，
SRA ホールディングス，電通国際情報サービス，ODK ソリューションズ，
新日鉄ソリューションズ，テクマトリックス，シンプレックス・テクノロジー，
ウルシステムズとエックスネットの 9 社しかなかった。残りの企業は，加工
しない年収のランキングでは，30 位台から 40 位台にリストされた企業群で
あり，これらの企業は，統計上年収に関して金払いの良い企業（金銭的にみ
れば，就職してお得な企業）の可能性がある。このように，回帰分析結果で
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表 9．実際の年収データと予想年収からの乖離金額と予想年収からの乖離率でみたベスト 20
2009 年
順位 企業名 予想年収からの乖離金額（千円） 企業名
予想年収
からの乖
離率（%）
1 野村総合研究所（1） （11107,7839） 3268 野村総合研究所（1） 41.7
2 電通国際情報サービス（3）
（8876,6738） 
2138 エックスネット（17） 32.0
3 SRA ホールディングス（2）
（9702,7570） 
2132
電通国際情報サービス
（3） 31.7
4 エックスネット（17） （7275,5513） 1762
SRA ホールディングス
（2） 28.2
5 シンプレックス・テクノロジ （ー12）
（7493,5892） 
1601
CSK ホールディングス
（32） 27.4
6 ODK ソリューションズ（6）
（8250,6672） 
1578
シンプレックス・テク
ノロジ （ー12） 27.2
7 CSK ホールディングス（32）
（6851,5378） 
1473
フューチャーアーキテ
クト（43） 26.0
8 フューチャーアーキテクト（43）
（6327,5020） 
1307
ODK ソリューションズ
（6） 23.7
9 ウルシステムズ（16） （7304,6199） 1105 オービック（29） 18.7
10 オービック（29） （6904,5817） 1087 メビックス（42） 18.2
11 新日鉄ソリューションズ（7）
（8165,7102） 
1063 ウルシステムズ（16） 17.8
12 メビックス（42） （6357,5379） 978 ソフトクリエイト（48） 15.1
13 テクマトリックス（20） （7231,6395） 836 イー・シー・ワン（58） 15.1
14 ビジネスブレイン（37） 太田昭和
（6501,5690） 
811
新日鉄ソリューション
ズ（7） 15.0
15 JIEC（36） （6618,5820） 798
ビジネスブレイン（37）
太田昭和 14.3
16 ソフトクリエイト（48） （6012,5225） 787 JIEC（36） 13.7
17 イー・シー・ワン（58） （5695,4949） 746 EM システムズ（73） 13.6
18 EM システムズ（73） （5220,4594） 626 テトマトリックス（20） 13.1
19 応用技術（52） （5828,5242） 586 応用技術（52） 11.2
20 パナソニック電工インフォーメーション（14）
（5828,5242） 
568
パナソニック電工イン
フォーメーション（14） 8.3
【注】企業名の後の（　）内の数字は，表 3 の 2009 年度ランキングでの順位を示す。「予
想年収からの乖離金額」にある上段（　）内の数字は，左は統計上の年収金額，
右は予想年収。（　）内の数字の下に示した数字が統計上の年収から予想年収を
引いた乖離金額（千円）を示す。なお，従業員数 50 人以上の企業を対象とした。
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得られた係数値を基に実際のデータを当てはめて，予想年収と実際の年収
データの乖離金額，あるいは予想年収と実際の年収データとの乖離率を計算
することは，統計上金払いの良い企業を見極めるのに役立つものと考える。
単純な年収ランキングでは，それぞれの企業の年齢，企業規模，企業業績な
どの諸条件が異なり，直接比較に無理があることを摘記したい。なお，予想
年収からの乖離金額が，103 社中 46 社が正の値であるのに対し，57 社が負
の値であった。
前節 4-1 でみたように，労働組合が個々の年収を押し上げる効果がないこ
とを検証した。そこで，この節では，予想年収からの乖離金額と組合加入率
との相関係数も調べてみた。その結果，予想年収からの乖離金額と組合加入
率との間の相関係数は－0.095 となったが，有意水準 0.10 でみても統計的に
有意にならず。相関関係は成立していないことが分かった。同様に，予想年
収からの乖離率と組合加入率との間の相関係数は－0.102 となったが，有意
水準 0.10 でみても統計的に有意にならず。相関関係は成立していないこと
が分かった。いずれの結果をからも，今回の分析では，労働組合が年収に影
響を与えていないことが分かった。この背景には，サブプライムローン問題
の発生以降の厳しい経営環境で，労使双方の協調路線（具体的には，雇用安
定のための賃金カットなど）があるものと思われる。この点に関しては，更
なる研究が必要となろう。
5．要約と結論
まず，情報処理サービス産業の特徴は，ハーフィンダル指数あるいは 4 社
集中度（CR4）の値から激しい競争市場下で，ユーザー系システム企業なら
びにメーカー系システム企業の比較的企業規模が大きく収益構造の安定した
グループに加えて小規模ながら収益性と成長性をバランスよく保ちながら安
定した経営をしている外資系システム企業のグループと独立系企業の比較的
企業規模が小さく，収益構造においても不安定なグループの二極化構造を持
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つ産業であることが分かった。
次に，第 3-2 節で述べた年収の決定要因に関する諸仮説のうち，企業内に
組合が組織されている企業の年収は，組織されていない企業の年収よりも高
い（仮説 6）は，今回の分析では有意水準 0.05（あるいは 0.10）で棄却された。
しかし，残りの仮説，「年齢の増加とともに年収は増加する」（仮説 1），「企
業規模の増加とともに年収は増加する」（仮説 2），「利潤率の増加とともに
年収は増加する」（仮説 3），「企業が成長すれば，年収も高くなる」（仮説 4），
「独立系システム企業の年収は他のタイプのシステム企業［即ち，メーカー系，
ユーザー系，外資系］よりも低い」（仮説 5），「役員報酬の高い企業は従業
員の年収も高い」（仮説 7）は，有意水準 0.05（一部，有意水準 0.01）でも
統計的に有意となり，仮説が正しいとされた。特に，年収の決定要因では，
年齢の果たす役割が大きく，年齢が 1 歳上がるごとに，年収が 14 万円から
16 万円上がることが分かった。その意味で，年収ランキングを単純にみる
のではなく，年齢の補正をしたうえで比較することが求められる。加えて，
特筆すべき点は，年収の決定要因では，企業規模，企業業績（利潤率ならび
に成長率）が重要であることも分かった。また，情報処理サービス産業にお
ける企業規模ならびに収益面においての二極化が指摘されるが，年収（賃金）
面においても，二極化がみられることが検証された。言い換えれば，独立系
システム企業の年収が，メーカー系・ユーザー系システム企業と比べて低い
ことが明らかになった。
なお，サブプライム問題発生後の期間をとらえて分析したため，データ自
体が均衡に向かう定常状態をとらえていない可能性もあり，回帰分析におい
ては単年度ごとの重回帰分析を行うよりも物価調整を行った平均データを用
いて分析することが望ましい点も指摘したい。
今回の回帰分析モデルにある年齢，企業規模，利潤率，成長率などの諸係
数の計測結果を基に，現在の企業データを当てはめた予想年収を推定し，そ
の値から実際の統計データを差し引いた残差（乖離金額）を金払いの良さと
する尺度で見る試みを行った。その結果，単純に年収の統計データを並べて
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作成したランキング（表 3 を参照のこと）とは趣の異なる年収ランキング（表
8 を参照のこと）が得られた。そこでは，表 3 でも上位 20 社にリストされ
た野村総合研究所，SRA ホールディングス，電通国際情報サービス，ODK
ソリューションズ，新日鉄ソリューションズ，テクマトリックス，シンプレッ
クス・テクノロジー，ウルシステムズとエックスネットの 9 社を除けば，残
りの企業は，加工しない年収のランキングにおいて 30 位から 40 位台にリス
トされた企業群であった。表 8 にリストされた上位 20 位の企業は，従業員
に対して金払いの良い企業（金銭面でみると，就職してお得な企業）の可能
性があることを指摘したい。これらの企業を今後，取材などを通じて更に検
討することが今後の課題となろう。
付録（Appendix）
まず，本研究で取り上げた IT ソフトウエア産業（情報処理サービス産業）
の企業リストを以下の付表 1 に示す。
本文で述べた（1）式から（4）式の推定において，企業規模として売上高の代
わりに従業員数，会社の業績の利潤率として売上高経常利益率の代わりに総
資本経常利益率を用いた結果を以下の付表 2 に示す。
（1）式から（4）式の推定において，年齢の係数（a2）と独立ダミー変数（a6）
の係数は，統計的に有意水準 0.01 で有意であった。また，成長率の係数（a5）
についても有意水準 0.05 で統計的に有意であった。
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付表 1．情報処理サービス産業の企業リスト
CSK ホールデイングス イメージ情報 ソルクシーズ 情報企画
DTS インフォーメーション・
ディベロップメント
テクマトリックス 新日鉄ソリューション
ズ
EM システムズ インフォーメーション
クリエーティブ
デジタルデザイン 大塚商会
IT ホールディングス インフォコム デュオシステムズ 大和コンピュータ
TIS ウルシステムズ ネクトウェア 電算システム（DSK）
インテックホールディ
ングス
エックスネット ハイマックス 電通国際情報サービス
（ISID）
JBCC ホールディング
ス
エヌアイデイ パシフィックシステム 東計電算
JFE システムズ オービック パナソニック電工イン
フォーメーションシス
テムズ
日本オフィスシステム
JIEC キーウェアソリュー
ションズ
バンクテック・ジャパ
ン
日本コンピュータ・ダ
イナミクス
Minori ソリューション
ズ（JSC）
クエスト ビジネスブレイン太田
昭和
日本システムディベ
ロップメント
NEC フィールディン
グ
クロスキャット ビック東海 日本システム技術
NTT データ コア フォーカスシステムズ 日本プロセス
ODK ソリューション
ズ
コムチュア フューチャー
アーキテクト
日本ユニシス
SJI コムテック プロシップ 日本産業ホールディン
グズ
SRA ホールディング
ス
サイオステクノロジー メビックス 日立システムアンド
サービス
アイ・エス・ビー さくらケーシーエス ユニバーサルソリュー
ションズ
日立ソフトエンジニア
リング
アイ・ピー・エス シーイーシー ラックホールディング
ス
日立情報システムズ
アイエックス・ナレッ
ジ
シーエーシー ワイズマン 菱友システムズ
アイティーフォー システム・デザイン 旭情報サービス 富士ソフト
アイネス システムリサーチ 安川情報システム 富士通ビ ・ーエス・シー
アイネット シブヤテレビジョン
グループ
伊藤忠テクノソリュー
ションズ
富士通ビジネスシステ
ム
アイル シンプレックス・テク
ノロジー
応用技術 野村総合研究所
アクセス セゾン情報システムズ 共同コンピュータホー
ルディングス
両毛システムズ
アジアパシフィックシ
ステム総研
セブンシーズ 構造計画研究所
アドソル日進 ソフトウエア・
サービス
三井情報
イーウェーヴ ソフトクリエイト 住商情報システム
イーシー・ワン ソフトブレーン 昭和システムエンジニ
アリング
【注】データの出所：年収ラボ（http://nensyu-labo.com/）の業界別分類の IT・通信産
業のなかの情報処理サービス産業を取り上げた。
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付表 2．企業規模に従業員数，利潤率に総資本経常利益率を用いた回帰分析結果
各独立変数に 3 年間の平均値を用いた
（1） （2） （3） （4）
定数（a1） 1225.185 
（1.186）
1067.614 
（1.010）
804.857 
（0.806）
579.404 
（0.566）
年齢（a2） 139.219** 
（5.075）
145.898** 
（5.220）
140.349** 
（5.335）
147.343** 
（5.511）
企業規模（a3） 
［従業員数］
0.145** 
（2.557）
0.153* 
（2.312）
0.079 
（1.352）
0.086 
（1.297）
利潤率（a4） 
［総資本経常利益率］
19.729* 
（2.168）
19.807* 
（2.116）
18.413* 
（2.106）
18.559* 
（2.069）
成長率（a5） 
［売上高成長率］
11.970* 
（2.339）
11.618* 
（2.213）
11.960* 
（2.438）
11.842* 
（2.359）
独立ダミー（a6） －795.434** 
（－3.950）
－841.559** 
（－3.878）
－870.900** 
（－4.471）
－889.288** 
（－4.275）
組合組織ダミー（a7） 133.832 
（0.608）
―――― 70.887 
（0.332）
――――
組合加入率（a7） ―――― －2.477 
（－0.717）
―――― －2.050 
（－0.610）
役員報酬（a8） 
［一人当り平均役員報酬］
―――― ―――― 0.027** 
（3.182）
0.029** 
（3.191）
修正 R2 0.538 0.500 0.575 0.541
F 値 20.051** 16.474** 19.728** 16.472**
サンプルサイズ N 98 93 97 92
【注】（　　）内の数字は，それぞれ t 値を示す。従って，＊は，有意水準 0.05 で統計
的に有意である。＊＊は，有意水準 0.01 で統計的に有意である。
 1） 本論文は，国士舘大学，「特色ある教育研究」（代表：政経学部　梅澤　隆教授）
の最終報告論文として執筆されたものである。また，山田　茂教授をはじめとす
る査読委員の先生方からの有益なコメントに感謝する。しかし，もし誤りがあれ
ば，それはすべて筆者によるものである。
 2） 主だった情報処理サービス会社の紹介は，新井（2008）に詳しいので参照されたい。
 3） 製造業のガラパゴス化の是非についての議論は本論文では行わない。関心のある
ものは，以下の書籍を参照されたい。日本の製造業のガラパゴス化を問題点とし
て論じたものに宮崎（2009）がある。一方，ガラパゴス化を肯定的にとらえ戦略
として取り入れようとする視点で描かれたものに芦辺（2009）がある。また，ガ
ラパゴス化する日本の社会一般も視野に入れたものに古川（2010）がある。
 4） 情報処理サービス産業での就職を考える学生読者や応用ミクロ経済学とりわけ計
量分析に関心を持つ学生をも視野に入れて，教材風にわかりやすく解説すること
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を心がけた。IT・ソフトウエア業界への就職を考える学生は，仕事の内容を知る
上で，那野（2009）などの書籍を参照されたい。
 5） 岩田昭男（2005，p.26）では，外資系システム企業を除く 3 つの分類もあるが，
克元亮（2007）や荒井進（2007）らの書籍では，4 つに分類しているものが多い。
ここでは，4 つの分類（ユーザー系，メーカー系，独立系，外資系）を用いた。
 6） 企業レベルでの問題点や IT 業界の問題については，田中（2008）や佐藤（2008）
を参照されたい。 
 7） これは，佐藤博子（2008，p.36）の「IT サービス分野では，いわゆる二極化がます
ます鮮明になっている。」の指摘とも一致する。
 8） 労働組合が賃金に与える影響について論じたものに，Borjas（2009），Ehrenberg
（2008），あるいは中馬（1994），清家（2002）を参照されたい。なお，欧米の職
種を中心とする横断的組合活動と異なり，日本の労働組合は企業内組合が特徴で
ある。
 9） この手の手法は，古くは，交通経済学の実証研究における Theodore Keeler （1973）
でも行われている。
10） 各年度のデータを 1 つにまとめて，全体のデータからの回帰分析とそれぞれの年
度の回帰分析を行ったあと Chow Test（Wooldridge, 2009, pp.449-450）を行った
結果，2007 年と 2008 年，2008 年と 2009 年，2007 年と 2009 年の間に構造的変
化がないことが有意水準 0.05 で統計的に示された。そこで，各年度のデータに
対して物価調整を行ったうえで，3 年間の平均値を算出した。
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